
議案第１５号

杉並区保育の実施等に係る費用徴収条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

平成２５年２月１４日

提出者 杉並区長 田 中 良

杉並区保育の実施等に係る費用徴収条例の一部を改正する条例

杉並区保育の実施等に係る費用徴収条例（平成９年杉並区条例第１１号）の一部

を次のように改正する。

第２条第３項中「除く」の次に「。次項において同じ」を加え、「世帯の入所児

童」を「２人以上の児童」に、「前項の規定により定める額（以下「徴収額」とい

う。）が最も低い児童（徴収額が最も低い児童が２人以上いる場合は、そのうちの

１人とする。）以外の」を「１人（最年長の児童とする。）を除く」に、「徴収

額に別表第２左欄」を「同項の規定により定める額に別表第２の左欄」に、「同表

右欄」を「、同表の右欄」に改め、同条第５項中「前３項」を「第２項から前項ま

で」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項中「前２項」を「第２項及び第３

項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。

４ 生計を一にする世帯から３人以上の児童について保育の実施がされている場合

その他規則で定める場合においては、当該３人以上の児童のうち、２人（最年長

及びその次に年長の児童とし、当該最年長及びその次に年長の児童が３人以上い

る場合は、区長が別に定める者とする。）を除く児童（保育の実施がされている

児童に限る。）について徴収する費用の額は、前２項の規定にかかわらず、無料

とする。

第３条及び第５条中「から第４項まで」を「、第３項及び第５項」に改める。

別表第１を次のように改める。

別表第１（第２条関係）

各月初日在籍入所児童の属する世帯の階層区分 徴収月額（児童単位）

階層区分 定義及び条件 ４歳以上児 ３歳児 ３歳未満児

Ａ階層 生活保護法（昭和２５年法律 ０円 ０円 ０円



第１４４号）による被保護世

帯及び中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）に

よる支援給付受給世帯

Ｂ階層 Ａ階層 前年度分区市町村民 ０円 ０円 ０円

を除き 税非課税世帯

前年分

Ｃ階層 第１階層 所得税 前年度分区市町村民 １，３００円 １，３００円 １，９００円

非課税 税のうち均等割のみ

世帯 の課税世帯

第２階層 前年度分区市町村民 ２，０００円 ２，０００円 ２，４００円

税のうち所得割課税

額が５，０００円未

満の世帯

第３階層 前年度分区市町村民 ２，６００円 ２，７００円 ３，１００円

税のうち所得割課税

額が５，０００円以

上の世帯

Ｄ階層 第１階層 Ａ階層 前年分所得税課税額 ５，６００円 ５，６００円 ６，７００円

を除き が１，７００円未満

前年分 の世帯

所得税

第２階層 課税世 前年分所得税課税額 ７，２００円 ７，３００円 ８，３００円

帯 が１，７００円以上

９，３００円未満の

世帯

第３階層 前年分所得税課税額 ９，２００円 ９，３００円 ９，４００円

が９，３００円以上

１６，７００円未満

の世帯

第４階層 前年分所得税課税額 １０，８００円 １０，９００円 １５，４００円

が１６，７００円以

上３３，３００円未

満の世帯

第５階層 前年分所得税課税額 １２，６００円 １２，７００円 １９，１００円

が３３，３００円以

上５０，０００円未

満の世帯

第６階層 前年分所得税課税額 １４，２００円 １４，３００円 ２１，５００円

が５０，０００円以

上６６，７００円未

満の世帯

第７階層 前年分所得税課税額 １５，７００円 １５，８００円 ２３，６００円

が６６，７００円以

上８３，３００円未

満の世帯



第８階層 前年分所得税課税額 １６，９００円 １７，０００円 ２５，５００円

が８３，３００円以

上１０２，５００円

未満の世帯

第９階層 前年分所得税課税額 １８，０００円 １８，２００円 ２７，５００円

が１０２，５００円

以上１３５，９００

円未満の世帯

第１０階層 前年分所得税課税額 １８，１００円 １９，５００円 ２９，２００円

が１３５，９００円

以上１６９，２００

円未満の世帯

第１１階層 前年分所得税課税額 １８，２００円 ２０，７００円 ３１，０００円

が１６９，２００円

以上２０２，５００

円未満の世帯

第１２階層 前年分所得税課税額 １８，４００円 ２１，６００円 ３２，５００円

が２０２，５００円

以上２３５，９００

円未満の世帯

第１３階層 前年分所得税課税額 １８，６００円 ２２，６００円 ３４，２００円

が２３５，９００円

以上２６９，２００

円未満の世帯

第１４階層 前年分所得税課税額 １８，８００円 ２２，８００円 ３５，７００円

が２６９，２００円

以上３０２，５００

円未満の世帯

第１５階層 前年分所得税課税額 １９，１００円 ２３，１００円 ３７，２００円

が３０２，５００円

以上３３５，９００

円未満の世帯

第１６階層 前年分所得税課税額 １９，４００円 ２３，５００円 ３８，５００円

が３３５，９００円

以上３６９，２００

円未満の世帯

第１７階層 前年分所得税課税額 １９，８００円 ２３，９００円 ４０，０００円

が３６９，２００円

以上４０２，５００

円未満の世帯

第１８階層 前年分所得税課税額 ２０，２００円 ２４，４００円 ４３，４００円

が４０２，５００円

以上５６９，２００

円未満の世帯

第１９階層 前年分所得税課税額 ２０，７００円 ２５，０００円 ４８，９００円

が５６９，２００円

以上７３５，９００



円未満の世帯

第２０階層 前年分所得税課税額 ２１，２００円 ２５，６００円 ５３，７００円

が７３５，９００円

以上９０２，５００

円未満の世帯

第２１階層 前年分所得税課税額 ２１，８００円 ２６，３００円 ５７，５００円

が９０２，５００円

以上１，２００，０

００円未満の世帯

第２２階層 前年分所得税課税額 ２２，６００円 ２７，１００円 ６１，０００円

が１，２００，００

０円以上１，６０

０，０００円未満の

世帯

第２３階層 前年分所得税課税額 ２３，５００円 ２８，０００円 ６４，６００円

が１，６００，００

０円以上２，００

０，０００円未満の

世帯

第２４階層 前年分所得税課税額 ２４，５００円 ２９，０００円 ６８，５００円

が２，０００，００

０円以上の世帯

備考

１ この表において「区市町村民税」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税

（同法の規定による特別区民税を含む。以下同じ。）をいう。

２ この表において「均等割」とは、地方税法に規定する均等の額によって課する市町村民税をいう。

３ この表において「所得割課税額」とは、地方税法に規定する所得によって課する市町村民税の額をいう。ただ

し、当該市町村民税の額を計算する場合には、規則で定める規定は、適用しない。

４ この表において「所得税課税額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２年法律第１７５号）の

規定によって課する所得税の額をいう。ただし、当該所得税の額を計算する場合には、規則で定める規定は、こ

れを適用せず、又は規則で定めるところにより読み替えて適用する。

５ １月から３月までの月分の徴収月額に係るこの表の適用については、「前年分」とあるのは、「前々年分」

とする。

６ 次に掲げる世帯の階層区分については、次に定めるところによる。

(１) Ｃ階層の第１階層に属し、前年度分固定資産税課税額（地方税法の規定によって課する固定資産税の額を

いう。以下同じ。）が４，０００円以上の世帯 Ｃ階層の第２階層

(２) Ｃ階層の第２階層に属し、前年度分固定資産税課税額が６，０００円以上の世帯 Ｃ階層の第３階層

(３) Ｃ階層の第３階層に属し、前年度分固定資産税課税額が８，０００円以上の世帯 Ｄ階層の第１階層

(４) Ｄ階層の第１階層に属し、前年度分固定資産税課税額が１０，０００円以上の世帯 Ｄ階層の第２階層

別表第２中「第２１階層」を「第２４階層」に改める。



附 則

１ この条例は、平成２５年１０月１日から施行する。

２ この条例による改正後の杉並区保育の実施等に係る費用徴収条例の規定は、平

成２５年１０月以後の月分の徴収月額から適用し、同年９月以前の月分の徴収月

額については、なお従前の例による。

（提案理由）

保育料を改定するとともに、多子世帯の利用者負担軽減措置を拡充する等の必要

がある。



- 1 -

杉並区保育の実施等に係る費用徴収条例の一部を改正する条例新旧対照表

（抄）

新 条 例 旧 条 例

（費用の徴収） （費用の徴収）

第２条 略 第２条 略

２ 略 ２ 略

３ 生計を一にする世帯（別表第１に定 ３ 生計を一にする世帯（別表第１に定

めるＡ階層及びＢ階層に属する世帯を めるＡ階層及びＢ階層に属する世帯を

除く。次項において同じ。）から２人 除く 。）から２人

以上の児童について保育の実施がされ 以上の児童について保育の実施がされ

ている場合においては、当該２人以上 ている場合においては、当該世帯の入

の児童のうち、１人（最年長の児童と 所児童のうち、前項の規定により定め

する。）を除く る額（以下「徴収額」という。）が最

も低い児童（徴収額が最も低い児童が

２人以上いる場合は、そのうちの１人

児童について徴収す とする。）以外の児童について徴収す

る費用の額は、前項の規定にかかわら る費用の額は、前項の規定にかかわら

ず、同項の規定により定める額に別表 ず、徴収額に別表第２左欄

第２の左欄に掲げる階層区分に応じ、 に掲げる階層区分に応じ同

同表の右欄に掲げる割合を乗じて得た 表右欄 に掲げる割合を乗じて得た

額とする。 額とする。

４ 生計を一にする世帯から３人以上の

児童について保育の実施がされている

場合その他規則で定める場合において

は、当該３人以上の児童のうち、２人

（最年長及びその次に年長の児童と

し、当該最年長及びその次に年長の児

資 料 １
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童が３人以上いる場合は、区長が別に

定める者とする。）を除く児童（保育

の実施がされている児童に限る。）に

ついて徴収する費用の額は、前２項の

規定にかかわらず、無料とする。

５ 区長は、第２項及び第３項に規定す ４ 区長は、前２項 に規定す

る費用のほか、杉並区立保育所条例 る費用のほか、杉並区立保育所条例

（昭和３６年杉並区条例第１９号）第 （昭和３６年杉並区条例第１９号）第

１条に規定する杉並区立保育所（同条 １条に規定する杉並区立保育所（同条

例第３条第１号に規定する指定管理保 例第３条第１号に規定する指定管理保

育所を除く。）において午後６時３０ 育所を除く。）において午後６時３０

分を超えて保育を行ったときは、扶養 分を超えて保育を行ったときは、扶養

義務者等から、規則で定める額を徴収 義務者等から、規則で定める額を徴収

する。 する。

６ 区長は、第２項から前項までの規定 ５ 区長は、前３項 の規定

により徴収する費用の額を決定し、又 により徴収する費用の額を決定し、又

は変更したときは、扶養義務者等に通 は変更したときは、扶養義務者等に通

知しなければならない。 知しなければならない。

（納付） （納付）

第３条 扶養義務者等は、前条第２項、 第３条 扶養義務者等は、前条第２項か

第３項及び第５項の規定により決定さ ら第４項まで の規定により決定さ

れた費用を指定された期限までに納付 れた費用を指定された期限までに納付

しなければならない。 しなければならない。

（費用の減額） （費用の減額）

第５条 区長は、第２条第２項、第３項 第５条 区長は、第２条第２項から第４

及び第５項の規定により決定された費 項まで の規定により決定された費

用につき、特に必要があると認めると 用につき、特に必要があると認めると

きは、その費用の額を減額し、又は免 きは、その費用の額を減額し、又は免

除することができる。 除することができる。



 

 

徴収月額改定資料            

  階層 定義及び条件  

徴収月額（児童単位） 

３歳未満児 ３歳児 ４歳以上児 

改正後 改正前 改正後 改正前 改正後 改正前

Ａ 生活保護法による被保護世帯等 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

Ｂ 
Ａ階層

を除き

前年分

所得税

非課税

世帯 

前年度分区市町村税非課税 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

 
1 

前年度分区市町村税均等割

のみ 
1,900 円 1,900 円 1,300 円 1,300 円 1,300 円 1,300 円

Ｃ 2 
前年度分区市町村税所得割

課税額 5,000 円未満 
2,400 円 2,400 円 2,000 円 2,000 円 2,000 円 2,000 円

 
3 

前年度分区市町村税所得割

課税額 5,000 円以上 
3,100 円 3,100 円 2,700 円 2,700 円 2,600 円 2,600 円

 
1 

Ａ階層

を除き

前年分

所得税

課税世

帯 

前年分所得税課税額 

1,700 円未満  
6,700 円 6,700 円 5,600 円 5,600 円 5,600 円 5,600 円

 
2 

前年分所得税課税額 

1,700 円以上 9,300 円未満 
8,300 円 8,300 円 7,300 円 7,300 円 7,200 円 7,200 円

 
3 

前年分所得税課税額 

9,300 円以上 16,700 円未満
9,400 円 9,400 円 9,300 円 9,300 円 9,200 円 9,200 円

 
4 

前年分所得税課税額 

16,700 円以上 33,300 円未満
15,400 円 15,400 円 10,900 円 10,900 円 10,800 円 10,800 円

 
5 

前年分所得税課税額

33,300 円以上 50,000 円未満
19,100 円 19,100 円 12,700 円 12,700 円 12,600 円 12,600 円

 
6 

前年分所得税課税額

50,000 円以上 66,700 円未満
21,500 円 21,500 円 14,300 円 14,300 円 14,200 円 14,200 円

 
7 

前年分所得税課税額

66,700 円以上 83,300 円未満
23,600 円 23,600 円 15,800 円 15,800 円 15,700 円 15,700 円

 
8 

前年分所得税課税額

83,300 円以上 102,500 円未満
25,500 円 25,500 円 17,000 円 17,000 円 16,900 円 16,900 円

 
9 

前年分所得税課税額

102,500 円以上 135,900 円未満
27,500 円 27,500 円 18,200 円 18,200 円 18,000 円

18,000 円

 
10 

前年分所得税課税額

135,900 円以上 169,200 円未満
29,200 円 29,200 円 19,500 円 19,500 円 18,100 円

 
11 

前年分所得税課税額

169,200 円以上 202,500 円未満
31,000 円 31,000 円 20,700 円 20,700 円 18,200 円

Ｄ 
12 

前年分所得税課税額

202,500 円以上 235,900 円未満
32,500 円 32,500 円 21,600 円 21,600 円 18,400 円

13 
前年分所得税課税額

235,900 円以上 269,200 円未満
34,200 円 34,200 円 22,600 円

22,600 円 

18,600 円

 
14 

前年分所得税課税額

269,200 円以上 302,500 円未満
35,700 円 35,700 円 22,800 円 18,800 円

 
15 

前年分所得税課税額

302,500 円以上 335,900 円未満
37,200 円 37,200 円 23,100 円 19,100 円

 
16 

前年分所得税課税額

335,900 円以上 369,200 円未満
38,500 円 38,500 円 23,500 円 19,400 円

 
17 

前年分所得税課税額

369,200 円以上 402,500 円未満
40,000 円 40,000 円 23,900 円 19,800 円

 
18 

前年分所得税課税額

402,500 円以上 569,200 円未満
43,400 円 43,400 円 24,400 円 20,200 円

 
19 

前年分所得税課税額

569,200 円以上 735,900 円未満
48,900 円 48,900 円 25,000 円 20,700 円

 
20 

前年分所得税課税額

735,900 円以上 902,500 円未満
53,700 円 53,700 円 25,600 円 21,200 円

 
21 

前年分所得税課税額

902,500 円以上 1,200,000 円未満
57,500 円

57,500 円

26,300 円 21,800 円

 
22 

前年分所得税課税額

1,200,000 円以上 1,600,000 円未満
61,000 円 27,100 円 22,600 円

 
23 

前年分所得税課税額

1,600,000 円以上 2,000,000 円未満
64,600 円 28,000 円 23,500 円

 
24 

前年分所得税課税額 

2,000,000 円以上 
68,500 円 29,000 円 24,500 円

資 料 ２ 




